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「アートマネージメントとその周辺～市場という視点から」

森村ゼミ　４－C
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昨年からアートが社会によりよい影響を与え、人々もアートを有効に活用できる方法を考えてきた。社会とアートが深く結びつくことによって、人々の生活はさらに豊かなものになるのではないかと私自身と考えているからだ。

ｃｆ、Ａ．Ｈ．マズローの人間の欲求5段階説

今までのテーマ・・・・美術館（公的機関における社会とアートの関係）、アートセラピ

ー（個人とアートの関係） 、アーティスト・イン・レジデンス（ア

ーティストと社会の結びつきとその関係） 。


これらを利用した構想＝アートが社会の中でよりよい影響力をもち、またアートが社会と

対話できるような組織を作ること。その組織をきっかけとしてア

ートは個人やコミュニティなどに働きかけることができ、また市

民もアートに働きかけることができる。アーティストは恵まれた

環境で作品を制作、研究し、アートの質はますます高められてゆ

く。

ｃｆ、アート・マネジメント＝「芸術と社会（パブリック）との出会いをアレンジ
する」非営利組織のマネジメント
　こういった流れで、今回はアートと市場の関係に着目。資本主義の現代社会、アートに関する運営を考えてゆくうえで経済的な視点を無視することはできない。アートと市場というキーワードだけ拾っても、身近なもので、ギャラリー、画廊、企業、などさまざまなものがある。
アート市場
１）企画画廊

　定義）画廊主、または画廊主に運営を依託されたものが、画廊の主旨に従って特定の作

家を選び、それらの作家の作品に限り、定期的に個展やグループ展を開催し、展
覧会を通して作品を売ることをする画廊、特定の作家と契約し、それらの作家の

代理人として作品の売買をする。
　　
　運営）企画画廊の運営は、企画展の開催を中心に行われる。展覧会の開催、それに伴う

カタログの作成等は美術館と変わらないが、画廊は企画展の後に作品を売らなけ
ればならない。作品の売り上げに対するコミッションが画廊にとって唯一の収入

であり、その為に企画展を開く。コミッションの額は通常売り上げの５０％。評

価の定まっていない新人の作家の場合、画廊が作家の作品製作の費用を抽出する

目的でまとまって作品を買い取ることもある。

課題）現代美術の市場が確立されていない。また画廊と作家の間に正式な契約が存在し

ないため、結びつきが緩やかになりおたがいの長期的なコミットメントを難しく

している他、作家や作品の資料が散在し、資料の収集に手間がかかる。
　画廊には、作家の才能を信じて先行投資する事が要求されるため、かけである。画廊側には作家の能力を見極める能力が必要となる。作品の評価があがれば画廊の評価もあがるので利益あがる、その点で画廊は作家と運命共同体と言える。画廊は同一ポリシー、審美眼で作品も選ぶので、賛同する顧客がついてくる。新人作家にとっては扱われる画廊の評判が将来のキャリアに多大な影響をおよぼすので画廊の選別が重要となる。
２）貸画廊

　定義）作家に展覧会のためのスペースを貸し出す画廊。貸し出す先の作品の質を厳しく

チェックしたりジャンルを制限したりして展覧会の質を維持している貸し画廊も

あるが、全くチェックなしに無差別で貸し出す画廊も多い。展覧会に関わる一切

の経費は作家負担が原則。日本における画廊のほとんどが貸し画廊である。

現代美術の世界では地位の確立をしていない作家のための作品発表の場が少ない

が、賃料を払うことによって展覧会を開くことができるので、作家にとって身近

な場所になっている。

　

　課題）企画画廊のような顧客がいないほか、国内外の美術館キュレータや批評家など、

作家がキャリアを作る上で野、重要なかぎを握る専門家との人脈がない。経費面

の制約から、展覧会の記録、カタログの制作に手が回らず、展示会で終わってし

まう。

３）商業画廊

　定義）展覧会を開かずに作品を売買する画廊、およびそのような企業体。商業画廊の多

くは、自ら展示スペースを持たずにホテルの宴会場のような場所で展示会を開く。

４）アートフェア

　定義）画廊以外に美術館が売買される場としての美術の見本市。近年横浜のＮＩＣＡＦ

のように日本でも開かれるようになった。

　運営）横浜のＮＩＣＡＦに見られるようにアートフェアは自治体も参画して実行委員会

が主催、運営する。営利目的ではなく、同業者間の業界活性化が目的である。欧

米のフェアでは会期中に売買が成立するが、まだ市場の確立をしていない日本で

は、売買の場より面に展示の場として広く一般のお客さんを対象にしている。現

代美術に触れられる場、また情報収集、コネクション作りの場として注目を浴び

ている。

美術館以外のアートの展示スペース

 コレクションの収集・管理・調査研究・展示を目的とする美術館でもなく、作品の売買を目的とする画廊でもないアートスペースが日本には多く存在する。これらの多くは、美術品を収集せずに企画展のみをおこなう展示場である。

　これらの場所の企画展には新聞社や企画会社が運営に関係している。展覧会の宣伝公報の点から見ても、マスコミを共催にすることには大きなメリットがある。

1） デパートのギャラリー

　運営）デパートのギャラリーは催事型と美術館型の２つに分けられる。デパートの多

くのギャラリーの多くは今でも学芸員等、専門の職員をおかずに催事の一環と

して運営されている。催事型のギャラリーの企画は、新聞社文化事業部、代理

店、その他の企画会社の持ち込み企画である。百貨店は催事予算で企画を買い

取り、運営は外部業者によっておこなわれる。百貨店の展覧会収入は入場料収

入（企画によって全体収入の３０％～７０％を占める）、カタログ、ポスター、

絵葉書等グッズの販売利益。そのため宣伝効果の大きい、一般受けする企画が

多く、会期は短い。

　２）企業アートスペース

　　定義）企業が事業の一環として、同時に社会貢献への一環として直接･間接的に運営す

るアートスペース。おうべいでは企業が地域振興の計画をする際には、地域の

既存の芸術団体や施設を、寄付や土地･建物の提供と言う形で支えている例が多

いが、日本の場合、企業が自らアートスペースを建設し、自らの責任のもとに

独自のソフトを運営してゆく。Ex．ｂｕｎｋａｍｕｒａ

　３）オルタナティブ・スペース

　　欧米のオルタナティブ･スペースは公立や、非営利の私的団体として様々な助成金や寄

付を受けて成り立っている。そのような法の整備や習慣のない日本では創造者である経

営者個人の熱意と経営努力によって運営されているのが実情。最大の問題は弱い経済基

盤であり、基金をはじめとする安定した運営財源の確保、能力のあるスタッフ、コミュ

ニティーの理解と協力が必須条件となる。

新しいアート活動

1） アートフェスティバル

　イベントとしての美術展。日本でもベネチアその他の国際美術際に習って、近年ビエンナーレやアートフェスティバルと名の付いたイベント美術展が開かれるようになった。

　運営）日本におけるイベント美術展の運営団体は、イベントのためにつくられた実行

委員会である。実行委員会の構成は、アーティスト自身である場合と、自治体、

アーティストグループの共催など様々。運営資金は地元企業を始めとする企業

からの協賛金や、芸術振興基金からの助成金と参加費、個人の寄付金でまかな

っている。実際の運営は数人の専門スタッフと大勢のボランティアで行なわれ

る。これらフェスティバル的美術展には地域おこし的要素が強い。

　課題）運営資金の確保、協賛金集め。

　

2） パブリックアート

　運営）日本でも数箇所の自治体で実施されている「アートのための１％法」は、公共

事業建設費の１％をアートのために使うことを条例化したものである。海外に

おいても、この条例によってパブリックアートが制作設置されることが多い。

３）アーティスト･イン･レジデンス

質問点

· いままでにアートに関するイベントに参加した事があるか。行くに至った経緯は。

疑問点

· どのような形をとると、より効果的にアートをたくさんの人に近づけさせることができるだろうか。
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